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「第８期米子市高齢者保健福祉計画及び介護保険事業計画」

の進捗状況について（令和３年度）

介護保険制度の円滑な運営

（１）第１号被保険者数

第 1号被保険者数（65 歳以上）については、計画値と実績値と比較すると、実績値が計画値を 188 人

下回っています。（前年度より 57 人増加・対前年比 100.1％）

また、本市の住民基本台帳上における、令和３年度末時点の本市の６５歳以上の人口は 42,950 人で、

65 歳以上の人口割合（高齢化率）は、29.4％でした。

（２）認定者数

要介護認定者数については、計画値と実績値と比較すると、実績値が計画値を 78 人上回っています。

（前年度より 70 人増加・対前年比 100.8％）これに伴う認定率は、実績値が計画値を 0.28 ポイント上回りま

した。（前年度より 0.14 ポイント増加・対前年比 100.7％）

計画値 実績値 【参考】Ｒ２実績

第１号被保険者数 ４２，９６１人 ４２，７７３人 ４２，７１６人

計画値 実績値 【参考】Ｒ２実績

認定者数 ８，７２４人 ８，８０２人 ８，７３２人

認定率 ２０．３％ ２０．５８％ ２０．４４％
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（３）介護保険サービスの総支給費

介護給付費については、計画値に対する実績値比率が、96.7%となり、概ね計画値どおりとなっていま

す。（前年度より 283,271 千円増加・対前年比 102.2％）サービス別給付費の内訳は以下のとおりです。

（４）サービス別給付費等の見込み

ⅰ）居宅サービス費

訪問介護、訪問看護等の訪問系のサービスや福祉用具の貸与、購入、住宅改修といったサービスが

増加しており、ご自宅にいながら介護サービスを利用される方が増える傾向にあります。概ね計画値ど

おりとなっていますが、訪問入浴介護が計画値より大きく伸びているのは、令和 3 年度中に新たに 1 事

業所が開設したことが主な要因と考えられます。

計画値（千円） 実績値（千円） 【参考】Ｒ２実績

総給付費 １３，６３８，４７５ １３，１９４，８８４ １２，９１１，６１３

居宅サービス費 ６，０８３，７７２ ５，８２０，０７５ ５，７７８，０６４

地域密着型サービス費 ３，２９８，５６１ ３，２２０，０２４ ３，０２３，０８８

施設サービス費 ４，２５６，１４２ ４，１５４，７８５ ４，１１０，４６１

区分 計画値（千円） 実績値（千円） 【参考】Ｒ２実績

居宅サービス費 ６，０８３，７７２ ５，８２０，０７５ ５，７７８，０６４

訪問介護 ９４５，２１６ ９７５，９１６ ９４１，７２６

訪問入浴介護 １６，９１６ ２４，１０３ １８，１００

訪問看護 ３５３，９５９ ３８０，４２７ ３４２，５０９
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ⅱ）地域密着型サービス

定期巡回・随時対応型訪問介護看護サービスが計画値ほど伸びていないことを除くと、概ね計画値

どおりとなりました。前年度と比べるとすべてのサービスで同程度か増加しており、ニーズが高まっている

傾向にあります。

訪問リハビリテーション １７９，８８４ １５４，６６５ １４４，３２６

居宅療養管理指導 ８８，１９１ ９５，３８５ ８８，６５５

通所介護 １，３２９，９２８ １，１００，７８９ １，１６９，２７８

通所リハビリテーション ９７３，７４７ ８５８，１８８ ８７２，２０５

短期入所生活介護 ２５０，０５４ ２４３，１３１ ２４９，０１１

短期入所療養介護

（介護老人保健施設）
４３，０７０ ５７，７９８ ５０，８９２

短期入所療養介護

（介護療養型医療）
０ ９１５ ３６０

短期入所療養介護

（介護医療院）
０ ０ ０

福祉用具貸与 ４６９，９７３ ４７７，０１７ ４５６，９３５

福祉用具購入 ２０，４５３ ２３，６３６ ２１，４５８

住宅改修費 ４８，３４４ ４１，４２６ ３４，６２５

特定施設入居者

生活介護
７６２，１７６ ７８０，０８７ ７９０，２６７

居宅介護支援 ６０１，８６１ ６０６，６０２ ５９７，７１７

区分 計画値（千円） 実績値（千円） 【参考】Ｒ２実績

地域密着型サービス費 ３，２９８，５６１ ３，２２０，０２４ ３，０２３，０８８

定期巡回・随時対応

型訪問介護看護
２８８，８７０ ２１３，３０８ ２００，９９１

夜間対応型訪問介護 ０ ０ ０

地域密着型通所介護 ３４４，７９８ ３８５，３１８ ３９５，４９８

認知症対応型通所

介護
１６３，２３４ １８７，３０５ １７８，６０９

小規模多機能型居

宅介護
８１１，１０２ ７９２，１１８ ６２６，１２２
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ⅲ）施設サービス費

施設サービスについては、概ね計画値どおりに推移しています。介護療養型医療施設は令和 5年度末

で廃止することが決まっており、実績も年々減少していたため、計画値も低く設定していましたが、令和 3

年度は予想を大きく上回る利用となりました。しかし、今後は介護医療院等への移行が見込まれます。

（５）介護保険料収納率の向上

収納率向上に向けた取組として、早期からの納付勧奨を実施し、現年分については概ね計画値どおりと

なりました。繰越分については対計画比 88.2％となっており、今後、さらなる滞納整理に取り組む必要があ

ると考えます。

（６）ケアプランの適正化

介護保険制度の目的である「自立支援」を実現するため、本市に配属された介護給付適正化専門員

によって自立支援の観点からケアプランを点検するとともに、適正なプラン作成ができるよう指導・助言を

行いました。

包括支援センターにおいては、予防プランの適切な作成についてセンターごとに個別指導を行いまし

た。また、居宅介護事業所及び地域密着型サービス事業所（小規模多機能）についても全事業所のケ

アプランの点検を行いました。

認知症対応型共同

生活介護
１，０５１，２５１ １，０３９，０７１ １，０３８，４５２

地域密着型特定施

設入居者生活介護
１２１，５９６ ９７，７７７ ８１，８２３

地域密着型介護老

人福祉施設
２５０，２４０ ２６２，０２６ ２５６，７１８

複合型サービス

（看護小多機）
２６７，４７０ ２４３，１０１ ２４４，８７５

区分 計画値（千円） 実績値（千円） 【参考】Ｒ２実績

施設サービス費 ４，２５６，１４２ ４，１５４，７８５ ４，１１０，４６１

介護老人福祉施設 １，６８９，９３２ １，７３９，１１０ １，７２６，７２８

介護老人保健施設 ２，２４５，０３２ ２，１８１，２２６ ２，２３０，３２９

介護療養型医療施設 ４，１５０ １４，５６７ ５，２３３

介護医療院 ３１７，０２８ ２１９，８８２ １４８，１７１

計画値 実績値 【参考】Ｒ２実績

介護保険

料収納率

現年分 ９９．１２％ ９９．２２％ ９９．１４％

繰越分 ２４．３６％ ２１．４９％ ２８．６１％
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（７）事業者への適切な指導・監査の実施

令和３年度は、新型コロナウイルス警報（鳥取県版）で警報が発令されたことにより、実施指導を計画

どおり実施することができませんでした。実施指導については、確認する書類の種類が多いことや、日常

業務に使う書類も多々含まれることから、事業所外で実地指導を行うことが難しく、今後も流行状況等を

確認しながら県と連携を取りつつ実施していく必要があります。

計画値 実績値 【参考】Ｒ２実績

ケアプラン点検事業所数
全事業所の５０％

（３０カ所）

全事業所の１００％

（６０カ所）

全事業所の９０％

（５４カ所）

計画値 実績値 【参考】Ｒ２実績

実施指導事業所数 ３０事業所 ７事業所 １２事業所

その他の主な取り組み実績

〇縦覧点検・医療情報との突合の推進

・診療報酬明細書の点検による介護事業所への過誤請求等の修正依頼

１，４４０件 効果額 １３，１２２，８３３円

〇制度の普及啓発

・市報「広報よなご」における介護保険特集号の作成・配布（年１回）

・介護保険パンフレット「あんしん介護保険」の作成・配布

・広告付き無料冊子を活用した認知症ケアパス、介護保険事業所一覧表の作成・配布

〇利用者負担軽減施策の啓発

・高額介護サービス費の勧奨・給付 給付実績３３８，００７，６６８円

・社会福祉法人減免補助金 実施法人４法人 補助金額 ５，７５２，７３２円

〇利用者負担軽減施策の啓発

・介護認定業務分析データにより本市の認定調査結果を全国平均と比較・分析し、全国平均とのかい

離等が認められないか確認を行った

・認定調査員を対象とした、調査技術向上に向けた e ラーニングや、オンライン研修の受講を実施
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社会参加しやすい環境づくり

（１）介護支援ボランティア登録者数

高齢者が、楽しみながらボランティア活動を行い、自らの介護予防や社会参加、地域づくりに取り組める

よう、介護ボランティア制度を通じて多様な活動の場を提供しています。対計画比で 53.0％となっており、

引き続き登録者の増加とボランティア受入施設の拡充に努めていく必要があります。

（２）地域包括ケアシステムの充実

地域包括支援センターを地域包括ケアシステム※１推進の中核機関として位置づけ、各センターで地域

の支援者・団体や他職種の専門職と連携しながら、地域包括ケアシステムの構築に向けた体制整備を図

りました。

総合相談受付件数は増加しており、今後も地域包括支援センター活動の周知啓発及び関係機関との

連携強化を図っていきます。

※１ 地域包括ケアシステム・・・要介護状態となっても、住み慣れた地域で自分らしい生活を最後まで続けることができるように地域内で助け合う体制。保険

者である市町村や都道府県が、それぞれの地域の実情に合った医療・介護・予防・住まい・生活支援が一体的に提供される体制を作り上げることが必要。

※２ 地域ケア推進会議・・・地域の高齢者を取り巻く諸問題や支え合いをテーマにした会議

※３ 地域ケア個別会議・・・個別事例の課題検討を実施する会議

※４ 自立支援型地域ケア会議・・・個別事例に対する多職種の専門的な視点に基づく助言を通じ、対象となる高齢者のQOL 向上に加え、自立に資するケア

マネジメントの視点や、サービス等の提供に関する知識・技術の習得を図るもの

※５ 総合相談…地域に住む高齢者に関するさまざまな相談を、適切な機関・制度・サービスにつなぎ、継続的にフォローするもの

計画値 実績値 【参考】Ｒ２実績

介護支援ボランティア

登録者数
１００人 ５３人 ８０人

令和３年度実績 【参考】令和２年度実績

地域ケア推進会議※２

地域ケア個別会議※３開催回数
１３１回 １２２回

自立支援型地域ケア会議※４

開催回数
２回 ２回

総合相談※５受付件数 ７７，３０３件 ７３，０６７件

その他の主な取り組み実績

〇地域のネットワークづくりと住民による課題共有・解決への支援

・地域の見守り活動等と連携しながら、地域住民の困りごとを受け止め、支援関係機関へのつなぎや、

住民同士の相互扶助による解決の支援を行う「地域活動支援員」を配置

〇民生委員の訪問活動

・一人暮らしの高齢者等を民生委員が訪問し、必要に応じて地域包括支援センターや行政機関等と連

携を行い、その後の見守りや支援活動を実施
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〇事業者との連携による見守り

・中山間集落見守り活動に関する協定書に基づき締結した事業者等からの通報により、市が 警察等

と連携して安否確認や緊急対応を実施

〇地域包括支援センターの機能強化

・全国統一の評価指標を活用したセンター「業務自己評価」を実施

・地域包括支援センター運営協議会の開催

≪各センターにおける取組み≫

・専門性の維持及び資質の向上を目的として、介護予防ケアマネジメント等の研修への参加

・居宅介護支援事業者との事例検討会等、他職種との連携に向けた取組みを継続

・地域のサービス事業所や専門職、民生児童委員等に対し高齢者支援に関する啓発活動の実施
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健康で安心して暮らせるまちづくり

（１）在宅生活を支援するサービスの充実

ⅰ）軽度生活援助サービス

家事などな困難な在宅の一人暮らしの高齢者で非課税世帯の方を対象に、簡易な家事をシルバー

人材センターに委託し、要介護者などの自立した生活を支援しました。

ⅱ）家族介護用品助成事業

要介護４又は５と認定された高齢者を在宅で介護している非課税世帯を対象に、紙おむつなど介

護用品の購入に利用できるクーポン券を支給しました。

ⅲ）緊急通報装置貸出事業

一人暮らし高齢者などの緊急時の対応のため、緊急通報装置※６の貸出を行いました。

※６ 緊急通報装置・・・ボタンひとつで包括支援センターなど登録してある連絡先に自動的に緊急通報が発信できる機器

ⅳ）はり・灸・マッサージ施術費助成

７０歳以上の非課税世帯の高齢者を対象に、はり・灸・マッサージ施術費の一部を助成しました。

（２）避難行動要支援者事業の実施

令和３年５月の災害対策基本法の改正において、避難行動要支援者の個別避難計画の作成が市町村

の努力義務とされ、災害時の「逃げ遅れゼロ」を目指すことが強く求められてきたことを受け、避難行動要

支援者名簿※７の整備と個別避難計画※８の作成を実施しました。

令和３年度は災害リスクが高いとされる地区から２地区（尚徳・県）を選定し、事業を先行実施しました。

実施結果を元に事業の課題等を把握し、令和４年度以降、事業を本格実施していくこととしています。

※７ 避難行動要支援者名簿・・・避難行動要支援者の氏名・生年月日・連絡先・避難支援を必要とする事由等、各情報を記載した名簿。避難支援に際

して必要な措置を実施するための基礎とするもの

※８ 個別雛計画・・・名簿情報に加え、避難先・避難の際の支援者等を記載した、対象者ごとの避難計画。避難支援等を円滑に実施するためのもの

令和３年度実績 【参考】令和２年度実績

利用人数 １２７人 １２２人

令和３年度実績 【参考】令和２年度実績

受給人数 ６４人 ８１人

令和３年度実績 【参考】令和２年度実績

貸出台数 ７５台 ７５台

令和３年度実績 【参考】令和２年度実績

助成人数 ２０人 ２４人
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令和３年度実績

避難行動要支援者

対策事業

〇避難行動要支援者名簿

名簿対象者に、平常時からの情報提供について調査票を郵送し、同意確認を

実施。

〇個別避難計画

計画作成対象者に対し調査票を郵送し、作成希望及び作成した計画の情報提

供について同意確認を実施。

〇令和３年度実績

【名簿作成】

【個別避難計画】

※対象外＝事業実施期間に入院や死亡した者

地区 対象者数 同意数 不同意数 対象外

尚徳 266 件 217 件 38 件 11 件

県 412 件 339 件 48 件 25 件

地区 対象者数 希望数 無希望数 対象外 計画作成数

尚徳 100 件 72 件 20 件 8件 20 件

県 147 件 94 件 33 件 20 件 18 件
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在宅生活に向けたサービスと資源づくり

（１）フレイル対策の推進

在宅生活を長く健康に続けるための取組として、地区担当保健師が中心となり、全市的にフレイルの普

及啓発や ICT（フレイル評価システム）等を用いてフレイル度チェックを行い、介護予防事業等への参加勧

奨、フレイル予防講話、個別相談等のフォローを実施しました。モデル地区である永江地区においては、

フレイル度チェックに加え、フレイル予防サポーターを対象にスキルアップ講座、フレイル度チェックの結

果「フレイル」「プレフレイル」に該当した方のうち希望者に介入支援教室を開催するなど、フレイル対策を

強化しました。

また、市民が日常的にフレイル予防に触れる機会を創出するため、市内にフレイル対策拠点（２カ所）を

設置し、フレイル度チェック、フレイル予防実践及び情報発信を実施しました。

（２）健康づくり・やって未来や塾

地域において、住民主体で運動を行う等の取組に対し、活動支援を実施しています。会場によっては参

加者が減ったり、活動内容がマンネリ化したりしている所もあることから、健康運動指導士等の専門家が活

動の活性化や質の向上を図るよう支援しました。

新型コロナウイルス感染症の影響により、サロン等の地域活動が自粛したため、新規サークル創設は 1

カ所のみとなりました。

令和３年度実績

フレイル対策事業

〇フレイル度チェック

〇永江地区フレイルサポータースキルアップ講座

８名参加

〇永江地区介入支援教室

１６名参加

〇フレイル対策拠点の設置

「Chukai コムコムスクエア」及び「白鳳の里（淀江ゆめ温泉）」

実施者数

実施結果

健康 プレフレイル フレイル

市内全域 12,869 人 54％ 30％ 16％

うち

（新型コロナ

ワクチン集団

接種会場）

8,165 人 56％ 29％ 15％

うち

（永江地区）

533 人 61％ 25％ 14％

計画値 実績値 【参考】Ｒ２実績

新規サークル活動数 ２カ所 １カ所 １カ所
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（３）通所型運動機能向上事業

マシントレーニングやストレッチなどを行う教室を開催し、新規利用者の拡大を図り、運動のきっかけ作り

から、事業終了後も運動継続につながるよう事業所との連携や地域活動への移行などに取り組みました。

（４）介護予防・生活支援サービス事業

介護予防・生活支援総合事業は、介護予防・生活支援サービス事業（訪問型・通所型サービス、介護予

防ケアマネジメント等）と一般介護予防事業（介護予防普及啓発事業等）で構成され、要支援者等の多様

なニーズに要支援者等の能力を最大限活かしつつ多様なサービスを提供するしくみとして実施しており、

生活支援の充実や高齢者の社会参加・地域の支え合い体制づくり等を目指しています。

介護予防・日常生活総合事業に含まれる一般介護予防事業において、フレイル対策事業の強化・拡大

を図ったことから、計画値よりも上回りました。

また、通所型サービス C（短期集中予防サービス）については新型コロナウイルス感染症の影響により、

利用頻度が減少したものと考えております。

令和３年度実績 【参考】令和２年度実績

がいなみっく予防トレーニング利

用者数
３１３回 ３０１回

ふらっと、運動体験！！利用

者延べ人数
４，０７８人 １，８３０人

計画値（千円） 実績値（千円） 【参考】Ｒ２実績

介護予防・日常生活

総合事業
５１９，１０８ ５３４，３７０ ４９０，９１１

令和３年度実績 【参考】令和２年度実績

訪問型サービス延べ利用回数 ３９，１３１回 ３９，７７６回

通所型サービス延べ利用回数 ７０，５１５回 ６４，０６７回

通所型サービス C延べ利用回数 ４５７回 １，７８４回

令和３年度実績 【参考】令和２年度実績

介護予防ケアマネジメント

作成延べ件数
１１，１７４件 １１，０１５件

その他の主な取り組み実績

〇在宅医療・介護の連携推進

・在宅医療の啓発のための公民館講座開催回数 １回

・エンディングノート（「もしものときの安心手帳」・「終活支援ノート」）配布部数 ２，４００部

〇医療・介護等の関係職種間の顔が見える関係づくり

・西部圏域在宅医療・介護連携に係る意見交換会参加回数 ８回
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認知症になっても暮らしやすい地域と人づくり

（１） 認知症サポーター養成講座

小中高等学校で、認知症高齢者にかかる紙芝居等を活用しながら、若い世代の支え手としてのキッ

ズサポーターを養成し、学校教育の段階から認知症への理解を深める講座を実施しました。

また、職場や専門学校、地域の集まり等に積極的に出かけて講座を実施し、多くの認知症サポーター

を養成して、認知症を正しく理解し、支援する体制づくりに努めました。職場での講座では、若年認知症

についての啓発を追加で実施し、より身近な課題としてさらなる理解に繋げました。

新型コロナウイル感染症の影響により、実績は対計画比 91.6％になっていますが、今後はオンライン

開催の周知も積極的に行い、集合形式講座の開催が困難な対象者に対しての講座開催を図っていき

ます。

（２）認知症予防事業

通所型介護予防事業として認知症予防プログラムのサービスを実施し、運動機能向上を中心に個々

のニーズにあった予防サービスを提供し自宅での生活リズムの改善を図りました。また、「認知症予防プ

ログラム」教室を認知症の人と家族の会への委託により実施しました。

このほか、認知症の早期発見、早期対応のために、タッチパネル検査、公民館祭等の地区のイベント

やサロン等で検査を実施しました。昨年度は新型コロナウイル感染症の影響で、これらの取組みは非常

に実施困難な状況でしたが、令和３年度は流行状況等を注視した上で積極的に実施しました。

計画値 実績値 【参考】Ｒ２実績

認知症サポーター養成

講座受講者数
２３，０００人 ２１，０８４人 ２０，６２５人

計画値 実績値 【参考】Ｒ２実績

予防プログラム利用者数 ９０人 ３９人 ３０人

令和３年度実績 【参考】令和２年度実績

タッチパネル検査等の数 ３３４件 ３０件

その他の主な取り組み実績

〇認知症サポートチーム（認知症初期集中支援チーム）の配置

・認知症の人の介護者・支援者への支援として、必要な医療や介護の導入や家族支援等の初期の支

援を包括的・集中的に行う認知症初期集中支援チームを各地域包括支援センターに設置し、認知症

サポート医や作業療法士の協力を得ながら支援を実施

〇認知症地域支援推進員の配置

・地域包括支援センター、ケアマネ等が、認知症の人及びその家族に対し円滑な支援を行うことがで

きるように、医療・介護・地域支援サービスの連携を図る認知症地域支援員を配置

・「認知症カフェ」や「家族のつどい」の企画運営を行い、必要な市民へは受診や介護サービスにつな

げるための支援を実施
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〇認知症カフェの運営支援

・認知症の人やその家族が思いや希望を社会に発信できる場として、米子市の委託による運営が３カ

所、その他１２カ所の合計１５カ所の設置。地域住民への参加も募り、認知症を知る場、相互扶助の

輪を形成できる場作りを行った


